
ＧＭＯインターネット証券Ｗｅｂサービス利用規約 
 
 
第１条（規約の趣旨） 
この規約は、ＧＭＯインターネット証券（以下「当社」）が提供するＧＭＯインターネット

証券Ｗｅｂサービス（以下「本サービス」といいます）に関するお客様とのとりきめです。  
 
第２条（本サービスの利用） 
本サービスをご利用いただくには、ＧＭＯインターネット証券Ｗｅｂサービス利用規約（以

下「本規約」といいます）の内容をよくお読みいただき、同意していただくことが必要で

す。 
本サービスを利用することによって、本規約の内容に同意いただいたものとみなします。

本規約に同意いただけない場合は、本サービスを利用する権利は許諾されません。なお、

本サービスのうち、当社がユーザーＩＤおよびパスワード等を発行するものについては、

当社発行のユーザーＩＤおよびパスワード等と、お客様がご利用時に使用するユーザーＩ

Ｄおよびパスワード等とが一致した場合にのみ利用することができます。 
２．本サービスは当社に証券口座を開設されているお客様であれば誰でも利用することが

可能です。ただし、原則として本サービスに関するサポートは行いません。 
３．本サービスを提供するにあたり、株式会社 QUICK より株式取引等の情報の提供を受
けています。 
４．本規約に基づき付与された本サービスを利用する権利を除き、お客様は、本規約に基

づき、いかなる知的財産権も取得するものではありません。  
５．本サービスのご利用に必要となる通信用の機器などは、お客様がご用意いただくもの

とします。 
 
第３条（同意事項） 
本サービスを利用し、アプリケーションを開発又は使用する場合、以下の事項に同意して

いただくことが必要です。 
①本サービスを利用したいかなるアプリケーションを用いるかにかかわらず、お客様ご自

身で会員サイト内において発注状況、約定結果などの取引状況の確認を行うこと。 
②ご注文の際は、売買の別、銘柄（取引の対象となる金融商品、金融指標その他これらに

相当するものを含む）及び数量（数量がない場合にあっては、件数又は数量に準ずるもの）、

価格についてはお客様の意思を反映させること。第三者にそれらのいずれの要素について

も決定させないこと。 
③お客様ご自身の責任でもってユーザーＩＤ・パスワード等の個人情報を管理すること。 
④自己の計算であるか否かに関らず他者に自己のＩＤで取引をさせないこと。 



⑤本サービスを利用して株式取引をする場合にあっては複数の金融商品取引所に上場（重

複上場）されている銘柄の注文をする際に金融商品取引所の指定を行うこと。 
 
第４条（情報利用の制限） 
お客様は本サービスを通じて取得した情報を、お客様の行う投資の資料としてのみ使用す

るものとし、次のことを行わないものとします。  
①本サービスを通じて取得した情報（これらを複写したものを含む。以下同じ。）を第三者

に提供すること。 
②本サービスを通じて取得した情報を、営業に利用することのほか、第三者へ提供する目

的で加工または再利用（再配信を含む。）すること。 
③本サービスを通じて取得した情報を第三者に漏洩し、または他の者と共同して利用する

こと。また、お客様のユーザーＩＤおよびパスワード等を第三者に譲渡しまたは第三者の

利用に供すること（当社がユーザーＩＤおよびパスワード等を発行するものに限る。）。 
④本サービスを通じて取得した情報を複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使

用させること。 
 
第５条（禁止行為、法令等の遵守） 
利用者は、以下の行為を行ってはなりません。  
①本サービスを利用して不公正取引を意図したプログラム、または外形的に不公正取引に

該当するような態様での注文を行うようなプログラムを組み、それに基づいて取引をする

こと。 
②当社の許諾及び必要な許認可を得ずに本サービスを利用して金融商品仲介業もしくはそ

れに類似した行為を営むこと。 
③当社の許諾及び必要な許認可を得ずに本サービスを利用して投資顧問業及び投資運用業

もしくはそれに類似した行為を営むこと。 
④本サービスを利用して、他人に取引を一任するような態様で行う注文。 
⑤個人情報やパスワード等を偽り、またその他不正な手段により取得するもの。または本

人の同意を得ることなくそれらを利用、取得または提供するもの。  
⑥ソフトウェア、ハードウェアまたは通信機器等の機能を妨害、破壊または制限する悪意

を有するもの。 
⑦著作権、特許権、商標権等の知的財産権、パブリシティー権、肖像権、信用など他人の

権利を侵害、またはこれらを助長するもの。  
⑧取引する権限のないもの。または取引するために必要な許認可を得ていないもの。  
⑨犯罪を誘発する、もしくは誘発するおそれのあるもの。 
⑩他人を攻撃したり、傷つけたりするもの、その他有害なもの。  
⑪公序良俗に反するもの。 



⑫著作権、肖像権、信用、その他知的財産権など他人の権利、プライバシーまたは人格権

を侵害する目的または方法で本サービスを利用すること。 
⑬本規約に反する態様もしくオンライントレード取扱規程その他当社規程又は取引ルール

に反する態様で本サービスを利用すること。  
⑭合理的に必要相当な数を超える利用、濫用、または当社が定める 本サービスに関する指
示等を遵守しない、もしくはこれに違背する用法で本サービスを利用すること。  
⑮その他、当社の運営方針に外れた態様で本サービスを利用すること、もしくは当社独自

の判断により不適当とみなした態様で本サービスを利用すること。 
２．この規約によるほか、法令、金融商品取引業協会および金融商品取引所の諸規則等お

よび当社が別に定める約款、規程、各種説明書等を遵守するものとします。 
 
第６条（不保証） 
本サービスのエラーやバグ、論理的誤り、不具合、中断その他の瑕疵（かし）がないこと、

信頼性、正確性、完全性、有効性について当社に故意又は重過失がある場合を除き、一切

保証しないことを、あらかじめご了承ください。 
２．本サービスは、明示または黙示の有無にかかわらず、当社がその提供時において保有

する状態で提供するものであり、特定の目的への適合性、有用性（有益性）、セキュリティ

ー、権原および非侵害性について一切保証していないことを、利用者はあらかじめ承諾す

るものとします。 
 
第７条（本サービス利用の停止） 
当社は、以下の事由のある場合には、本サービスのご利用をお断り又は停止することがあ

ります。  
①通常の想定を超えるシステム負荷がかかるようなご利用をなされた場合 
②本来の利用目的を逸脱していると当社又は本サービスにおいて提供される情報の生成に

関与した者（以下「情報の発信元」といいます。）が判断した場合 
③情報利用の制限に違反すると当社が判断した場合 
④当社への届出事項の変更の届出がなされない場合 
⑤その他お客様が本サービスをご利用いただくことが不適当と判断した場合 
 
第８条（サービス内容の変更又は廃止） 
当社は、次の事由が生じた場合には、お客様に通知することなく、本サービスで提供する

サービス内容を一時停止、変更又は廃止することがあります。  
①本サービスの内容を改善するため、サービス内容の変更等の必要があると当社が判断し

たとき。 
②本サービスの提供のための装置、システム等の保守または工事のため、やむをえないと



き。 
③本サービスの提供のための装置、システム等の障害などのため、やむをえないとき。 
④お客様からのアクセスが輻輳するなど、システムの容量を超える利用がなされたとき。 
⑤ID等の漏洩など、セキュリティーに問題が生じたとき。 
⑥その他、法令の変更、監督官庁の指導のため、運用上あるいは技術上の理由等、当社が

本サービスの一時停止、変更または廃止が必要であると判断したとき。 
 
第９条（免責事項） 
本サービスを利用して、またはこれに関連してお客様が開発するアプリケーション、およ

び本サービスの利用、またはこれを参照することに関して生じうるあらゆる損害、責任、

およびクレームに関し当社に故意又は重過失がある場合を除いては当社を免責することと

します。 
２． 当社が、本サービスの利用に起因して、損害の発生する可能性を指摘されていたとし
ても、以下の各号の事由に基づいて発生したお客様または第三者の得べかりし利益及び一

切の損害について、当社に故意または重過失がある場合を除きその賠償責任を負わないこ

とを承諾します。 
①本サービスの利用または利用不能。 
②本サービスを通じて入手される当社の知的財産その他データや情報。 
③本サービスの利用に起因した誤発注。お客様の意思表示に従い取引注文時に注文内容確認画面

を省略した場合、取引暗証番号を記憶させた場合等により取引注文内容の確認を失念した場合を含む

ものとします。  
④取引注文後、当該取引注文にかかる約定結果等を確認しなかった場合。 
⑤ユーザーの送信またはデータへの不正アクセスあるいは改変。 
⑥本サービスの利用に関する第三者のコメントまたは行為。 
⑦通信機器、通信回線、コンピュータ等のシステム機器等の障害もしくは瑕疵、これらを

通じた情報伝達システム等の障害もしくは瑕疵、または第三者による妨害、侵入、情報改

変等により、本サービスの提供ができなくなった場合または本サービスの伝達遅延、誤謬

もしくは欠陥が生じた場合。 
⑧本サービスで提供する情報につき、金融商品取引所等が公正な価格形成または円滑な流

通を阻害しているまたは阻害する恐れがあると判断し、提供する情報の全部または一部の

変更または中止を行った場合。 
⑨天災地変、政変、同盟罷業、外貨事情の急変または外国為替市場の閉鎖等、不可抗力と

認められる事由により、本サービスの提供が遅延し、または不能となった場合。 
⑩本サービスのご利用にあたってお客様に直接的または間接的に損害が発生した場合であ

って、当社に故意または重大な過失がない場合。 
⑪ そのほか、本サービスの利用に関するあらゆる事柄。 



３． 当社は本サービスのサポートの責任を負いません。 
 
第１０条（協力義務） 
本サービスを利用したアプリケーションを使用しているお客様に対しては、当社の判断で

お客様が使用している当該アプリケーションに関する情報及びそれを用いた取引について

当社はお客様にヒアリング等を行うことができるものとします。また、お客様はこれに協

力する義務があることを本規約により承諾するものとします。 
 
第１１条（規約の変更） 
この規約は、法令の変更又は監督官庁の指示、その他必要が生じたときには変更されるこ

とがあります。  
２． 変更の内容が、お客様の従来の権利を制限する若しくはお客様に新たな義務を課すも
のであるときは、その内容をご通知します。本規約変更後、お客様が本サービスを利用し

た場合、利用者がその変更を承諾したものとみなします。 
３． 前項の通知は、お客様のお知らせ画面での連絡による方法に代えることができるもの
とします。 
４． 第 2項の通知は、変更の内容が軽微であると判断される場合は、当社ホームページ上
の掲示による方法に代えることができるものとします。 
 
第１２条（本規約違反） 
本規約違反が認められた場合、お客様の本サービスの利用の停止及び取引の停止をする場

合がございます。 
２．本規約違反により、当社または第三者に損害を与えた場合、お客様はその責任と費用

でこれを賠償することとします。また、お客様が本サービスを利用することにより第三者

との間で生じたクレーム、紛争等については、お客様と当該第三者との間で処理、解決す

ることとし、当社に対して一切迷惑をかけないこととします。 
 
第１３条（合意管轄・準拠法） 
この規約の解釈・その他本サービスに関し紛争が生じた場合には、東京地方裁判所を第一

審の専属的合意管轄裁判所とします。  
２． この規約は、日本法に準拠し、日本法によって解釈されるものとします。 
 
第１４条（関係機関への通報） 
本サービスはいかなる法令違反行為、反社会的行為を助長するものではありません。本サ

ービスを利用した法令違反等の行為を見つけた場合、警察、証券取引等監視委員会等関係

機関に通報するなどの処置を取らせていただきます。 



 
平成 19年 9月 30日 

GMOインターネット証券株式会社 


